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市で考える「ありたい姿」

❶住民（国民）の視点

府外の医療機関を受診する場合（特に当市においては東部地域）国保や社保の制度上の区別なく、また、府内の医療機
関と同様に現物給付が認められることで、償還払いの手続きを不要にしたい

❷自治体（市）の視点

償還払いの手続きにあたっては、領収書等の書類確認・助成金額計算、発送作業などの手作業が多数生じているなど、
申請件数752件、所要時間1,359時間と負荷の高い業務となっている。よって、現物給付が認められることで、職員
負荷を軽減し、市民との対話や相談に時間をかける環境をより一層充実させたい

●償還払いのフロー●償還払いの事務処理時間数（年間） （単位：時間）

申請
件数
（件）

精算表処理
件数
（件）

計算等
所要時間
（A）

発送作業
時間
（B）

合計所要時間
（A）+（B）

子ども
医療

445 1,665 698

38 952
ひとり
親家庭
医療

94 506 216

障がい
者医療

213 719 401 6 407

合計 752 2,890 1,315 44 1,359
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「ありたい姿」を実現するための課題・市の提案（１）

❶対象法令（通知）

県外分報酬診療の全国決済について（昭和50年7月25日保険発第72号）

❷論点（問題の所在）

県外分報酬診療の全国決済について（昭和50年7月25日保険発第72号）

３.県外分診療報酬の決済業務（１）にかかる「県外分診療報酬」に「地
方単独医療助成制度」が該当するのか。該当する場合、都道府県国
保連合会は国民健康保険中央会に対して「県外分診療報酬の受払い
及びこれに伴う相殺業務を委託する」とあり、償還払いの必要が生じ
ないこととなるため問題となる。

❸市の提案

「県外分診療報酬」に「地方単独医療助成制度」が該当するとして、審
査支払業務の具体的な運用方法について言及がなく、地方単独医療
制度における県外受診の場合の審査支払業務も、市町村から都道府
県国保連合会に委託できる旨の明確化（あるいは、市が個々に国保
連と契約するのではなく、包括的に契約して、どこでも現物給付を受
けられる）など、地域において合意形成が円滑に取り組めるような措
置が必要。
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「ありたい姿」を実現するための課題・市の提案（２）

❹市の提案内容 ●東京都国民健康保険団体連合会（平成27年度）「（６）全国決済制度」（P13）参照

① 県外分診療報酬に地方単独医療制度の明文化
県外分報酬診療の全国決済について
（昭和50年7月25日保険発第72号）の通達内容の見直し

② 地方単独医療制度における審査支払業務の在り方を整理
健康保険にかかる医療費支払審査業務において、国民健康保
険は都道府県国保連合会、社会保険においては、社会保険診
療報酬支払基金において処理されている。
一方、福祉医療費助成制度においては、都道府県によって取
扱いが異なる。このことから、支払審査業務委託の方法・レセ
プト情報の管理形態が統一されていない。とりわけ、レセプト
情報の形式によっては、支払審査機関においては、地方単独
医療制度が把握できない場合があり、これが現物給付の実現
を困難にさせている。そのため、レセプトの管理形態の標準化
を検討してはどうか。

③ 制度改正対応に伴う全国健康保険システムの標準化
国民健康保険システム標準化ワーキングチームでの議論を踏
まえ、全国健康保険システムの機能追加・改修検討を進めて
いただきたい。

●国民健康保険システム標準化ワーキングチーム（令和4年7月22日）資料参照

レセプト形態 併用 単独

国民健康保険 〇
（1枚のレセプト）

〇

地方単独医療費 〇

情報管理 一元化 別個独立

全体の医療費情報 〇 ×

帰 結 現物給付を簡易 現物給付を困難

●レセプトの管理形態の異同による審査支払業務への影響
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本提案を実現することで期待できる効果

❶住民（国民）の視点

❷自治体（市）の視点

償還払いにかかる、申請件数752件、所要時間1,359時間を省力化することで、人件費約250万円（年間）を削減す
ることができる。（人件費は非管理職人件費の時給単価で積算）また、上記時間を市民との相談対応を行うなど、真に
注力する業務環境の構築を実現することができる。

区分 社会保険 国民健康保険 後期高齢者医療保険 合計 ※加入者の割合

重度障がい者医療 215人 321人 410人 946人 ７７．３％

ひとり親家庭医療 683人 444人 1人 1,128人 39.5％

子ども医療 5,406人 980人 0人 6,386人 15.3％

合計 6,304人 1,745人 411人 8,460人

令和4年10月末時点

安心した医療環境の実現

●府外の医療機関を受診する場合（特に当市においては東部地域）国保や社保の制度上の区別なく、償還払いの手続
きを不要にすることで、手続き面・経済面双方の負担を軽減

●府内の医療機関と同様に現物給付が認められることで、加入保険の保険者が医療費の管理を行うことが可能となり、
医療費控除申告の算出がより簡易に

❸副次的な効果

現物支給により、窓口での負担金額が軽減されることから、医療機関等での医療費未払いの減少が期待され、
医療機関等の安定した経営につながることが見込まれる。

●福祉医療費助成の加入保険区分別の状況（対象者数・国保加入者等の占める割合）

※国民健康保険または後期高齢者医療の加入者の割合
（国民健康保険加入者＋後期高齢者医療保険/合計）
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